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--------------------------------------- 

１．公益法人運営のワンポイントアドバイス 

--------------------------------------- 

■定期提出書類の提出と補正依頼等について 

 

事業年度が４月１日～３月３１日の公益法人は全体の９割を占めており、決算業務や定

時社員総会（定時評議員会）の開催などで３月～６月は多くの法人で特に忙しくなる時期か

と思われます。 

事業年度が上記の場合、３月３１日までに事業計画書等を、６月３０日までに事業報告等

を行政庁に提出する必要があります（公益認定法第２２条第１項）。お早目に御準備・御提

出をお願いいたします。なお、例年６月下旬は申請・届出が混雑しますので御留意ください。 

 

行政庁では、受け付けた提出書に必要な書類が添付されていない場合や提出書類の記載

内容に不明な点、不十分な点等がある場合は、必要に応じて、資料の追加や提出書類の修正

などの補正依頼を行います。 

この補正依頼は、修正可能な書類や修正可能となる期間等を記載した補正事項通知書（修

正可能書類通知書）により行っておりますが、本通知による修正可能な書類以外に、既に提

出された書類の記載内容を変更することはできません。提出の際には十分に御確認をお願

いいたします。 

また、補正依頼を行っても期限を超過するケースなども散見されますので、事情がある場

合は、行政庁の担当者に御相談ください。 

 

さらに、定時社員総会（定時評議員会）において、役員等の任期満了により改選を行う法

人も少なくないと考えられます。 

役員等に変更があった場合（再任の場合を除く）は、遅滞なく、行政庁に変更の届出を行

う必要があります（公益認定法第１３条第１項第４号、同法施行規則第１１条第２項第１



号）。変更届出の提出忘れも見受けられますので注意してください。なお、定期提出書類の

提出をもって、行政庁への変更届出に代えることはできません。（本メールマガジン第 153

号の「定時社員総会・評議員会において役員等の選任が行われた場合の留意事項について」

も参照してください。） 

 

 

■公益法人職員の人件費の計上の仕方について 

 

 一部の公益法人からいただきました、人件費の計上の仕方に関する問合せ・回答について

御参考までに共有いたします。 

 

【質問】 

 昨今の賃上げの潮流を踏まえ、当法人においても職員の賃上げの検討を行っている。公益

法人において、職員の人件費はどのように計上したらよいか、あらためて確認したい。 

 

【回答】 

 事業に従事する職員の給与手当等の人件費は事業費、管理部門の経理担当職員の人件費

のうち個別の事業実施に直接かかわりのないものは管理費（法人会計）に計上することとな

ります（よくある質問（FAQ）問Ⅴ-3-(6)）。つまり、公益目的事業に従事する職員の人件費

は、公益目的事業会計から支払うものです。 

 職員の給与手当等の人件費は、事業実施又は法人存続のための重要な費用であり、各事業

を実施するに当たって、賃上げが必要な場合には当該賃上げ分の給与手当等も適正な費用

として事業費又は管理費に計上することができます。 

 

＜参考１＞公益法人制度等に関するよくある質問（FAQ）（令和４年９月版・内閣府） 

問Ⅴ‐３‐(6)（公益目的事業比率） 事業費と管理費の概念をもう少し詳しく教えてくだ

さい。 

 

１ 事業費とは、事業の目的のために要する費用と定義づけられ、管理費とは、法人の事業

を管理するため、毎年度経常的に要する費用と定義づけられています（公益法人会計基準運

用指針１２(2)、ガイドラインⅠ－７(1)参照）。 

２ 具体的には、事業費は、当該事業に跡付けることができる費用であって、例えば、事業

に従事する職員の給与手当等の人件費、事業に関連して発生する旅費交通費、事業の実施会

場の賃借料等の経費が該当します。また、業務執行理事に対する役員報酬のうち、事業へ従

事することへの対価であると認められる部分についても事業費に該当します。 

３ 一方、管理費は、当該事業に跡付けることができない経常的な費用であり、換言すれば、



法人の事業活動にかかわらず、法人が存続していく上で、必要な経常的な費用です。例えば、

個別の事業実施に直接かかわりのない役員報酬や管理部門の経理担当職員の給料手当等の

人件費、社員総会・評議員会・理事会の開催費用、理事・評議員・監事報酬や税務申告に係

る税理士報酬、会計監査に係る監査報酬等は、法人が存続していくために必要な経常的費用

と考えられるので、管理費に該当します。 

 

＜参考２＞「公益法人会計基準」の運用指針（令和２年５月改正） 

「１２．財務諸表の科目」－「(2)正味財産増減計算書に係る科目及び取扱要領」の経常費

用である「事業費」及び「管理費」の内訳として「給料手当」を記載（P9～12） 

 

＜参考３＞公益認定等ガイドライン（平成 31年３月改定）（抜粋） 

１－７－(1)事業費と管理費 

(1) 認定規則第 13条（認定法第 15条の公益目的事業比率の算定のための費用の額を定め

るもの）第２項の「事業費」「管理費」の定義は次のとおりとする。 

 1 事業費：当該法人の事業の目的のために要する費用 

 2 管理費：法人の事業を管理するため、毎年度経常的に要する費用 

  （管理費の例示） 

  総会・評議員会・理事会の開催運営費、登記費用、理事・評議員・監事報酬、会計監査

人監査報酬。 

  （事業費に含むことができる例示） 

  専務理事等の理事報酬、事業部門の管理者の人件費は、公益目的事業への従事割合に応

じて公益目的事業費に配賦することができる。 

  管理部門（注）で発生する費用（職員の人件費、事務所の賃借料、光熱水費等）は、事

業費に算入する可能性のある費用であり、法人の実態に応じて算入する。 

（注）管理部門とは、法人本部における総務、会計、人事、厚生等の業務を行う部門である。 

 

 

■収支相償、特定費用準備資金について（再掲） 

  

収支相償は、公益認定法第５条第６号及び第１４条に基づくものであり、公益法人が税

制優遇を受ける前提となるものです。 

収支相償は、公益目的事業に係る収入がその実施に要する適正な費用を償う額を超えな

いという基準ですが、公益法人制度等に関するよくある質問（FAQ）問Ｖ－２－(3)にも掲

載しておりますとおり、単年度で必ず収支が均衡することまで求めるものではなく、中長

期で収支が均衡することが確認されればよいものです。 

 https://www.koeki-info.go.jp/faq.html 

https://www.koeki-info.go.jp/faq.html


 

 収支相償を含む財務基準を満たす方策の 1つとして、特定費用準備資金の積立てについ

てご紹介します。 

 下記リンク先、公益法人 information令和 4年 6月 14日付「内閣府からのお知らせ」

掲載の特定費用準備資金の広報資料「特費のすすめ」をご覧いただき、特定費用準備資金

の活用をご検討ください。 

 https://www.koeki-info.go.jp/ 
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